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令 和 8 年 4 月 1 日

チーフ（総務調整担当）
チーフ（企画担当）

｢兼務1名｣ 外国人材受入推進室チーフ

「派遣」
・産業振興センター（4名）

産業デジタル化推進課 （9名） チーフ（デジタル化担当）
チーフ（デジタル人材育成担当）

工業振興課 （16名） チーフ（企画調整担当）
チーフ（地場産業担当）

｢兼務1名｣ チーフ（ものづくり支援担当）
チーフ（外商支援担当）
海洋深層水推進室

・部長・副部長等　５名 ・工業技術センター(39名)
・本課　　　　　８１名 ｢兼務1名｣
・出先　　　　　８３名 ・紙産業技術センター(12名)
・派遣　　　　  　４名 ・海洋深層水研究所(4名)
・兼務　　　　　　３名

・計　　　　  １７３名

経営支援課 （16名） チーフ（金融・診断担当）
チーフ（団体指導担当）
チーフ（商業流通担当）
チーフ（事業承継担当）

企業誘致課 （15名） チーフ（誘致第一担当）
チーフ（誘致第二担当）
チーフ（開発支援担当）

雇用労働政策課 （13名） チーフ（労政担当）
チーフ（就業支援担当）
チーフ（働き方改革担当）

・高知高等技術学校（21名）
・中村高等技術学校（7名）

商工政策課 （12名）

商工労働部（１７３名）

商 工 労 働 部 機 構 表



 

事　　務　　分　　掌 

　　　　　　　　　　　　　 

総務調整担当 

　１．部内の事務の総合調整に関すること。 

　２．部内の予算に関すること。 

３．部内の事務事業全般の見直しに関すること。 

　４．高知県産業振興センターに関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。 

　５．産業技術功労表彰に関すること。 

６．県の知的財産に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。 

７．職員の職務発明に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。 

　８．部内の他の課の主管に属しないこと。 

企画担当 

　１．部の政策の総合的な企画及び調整に関すること。 

２．産業振興計画（商工業分野）のとりまとめに関すること。 

３．中小企業・小規模企業振興条例に関すること。 

４．事業者地震防災対策に関すること。 

外国人材受入推進室 

１．外国人材の受入れに関すること。 

 

　　　　　　　　 

デジタル化担当 

　１．県内企業のデジタル技術活用の促進に関すること。 

　２．高知県プロフェッショナル人材戦略拠点に関すること 

デジタル人材育成担当 

　１．情報産業の振興に関すること。 

　２．高知デジタルカレッジに関すること。　 

 

 

企画調整担当 　　　　　 

　１．工業技術センターに関すること。 

　２．紙産業技術センターに関すること。 

地場産業担当 

１．伝統工芸品産業の振興に関すること。 

２．鉱業の振興に関すること。 

３．採石法に関すること。 

４．土佐和紙総合戦略に関すること。 

商工政策課

産業デジタル化推進課

工業振興課



 

ものづくり支援担当 

１．防災関連産業の振興に関すること。 

２．ものづくり企業の生産性向上支援、製品・技術開発支援に関すること。 

３．経営革新計画に関すること。 

４．紙産業の振興に関すること（土佐和紙総合戦略に関する事項は除く。）。 

外商支援担当 

　１．ものづくり企業の外商支援に関すること。 

２．産業振興センター事業に関すること。 

３．海外展開支援に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。 

海洋深層水推進室 

１．海洋深層水の有効利用の促進及び関連産業の振興に関すること。 

２．海洋深層水研究所に関すること。 

 

　　　　　　　　　　 

金融・診断担当 

１．県制度融資に関すること。 

２．信用保証協会に関すること。 

３．金融機関との連絡調整に関すること。 

４．融資動向の調査に関すること。 

５．高度化資金に関すること。 

６．旧設備貸与事業に関すること。 

７．特別会計の経理に関すること。 

８．債権の管理及び回収に関すること。 

９．貸金業の指導監督に関すること。 

　10．経営の診断に関すること。 

　11．経営に関する相談と支援に関すること。 

　12．中小企業診断士に関すること。 

団体指導担当 

１．小規模事業経営支援事業に関すること。 

２．商工会議所、商工会及び商工会連合会及び中小企業団体中央会の指導育成に関すること。 

３．小規模企業共済事業、倒産防止相談事業の普及啓発に関すること。 

４．中小企業組織化の推進に関すること。 

５．中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律による組合等の支援に関すること。 

６．中小企業の官公需に関すること。 

７．大規模小売店舗立地法の運用に関すること。 

商業流通担当 

１．地域商業機能維持・活性化計画に関すること。 

経営支援課



 

２．商店街等振興計画に関すること。 

３．チャレンジショップに関すること。 

４．空き店舗対策事業に関すること。 

５．中山間地域等創業支援事業に関すること。 

６．商店街デジタル化支援事業に関すること。 

７．商店街振興組合指導事業に関すること。 

８．中小小売商業振興法に関すること。 

９．流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（商業関係）に関すること。 

10．中心市街地活性化法に関すること。 

事業承継担当 

　１．事業承継に関すること。 

　２．経営承継円滑化法に関すること。 

 

　　　　　　　　　  

誘致担当 

１．製造業や事務系企業等に関する企業誘致に関すること。 

２．企業誘致戦略に関すること。 

３．南国日章産業団地、高知テクノパーク及び流通団地の分譲に関すること。 

４．企業立地促進要綱（企業誘致関連）に関すること。 

５．南国日章産業団地、高知テクノパーク及び流通団地の管理に関すること。 

６．南国オフィスパークセンターの運営に関すること。 

７．シェアオフィス推進事業に関すること。 

８．工場立地法に関すること。 

９．地域未来投資促進法に関すること。 

10．地方拠点強化税制に関すること。 

開発支援担当 

１．工業団地開発に関すること。 

２．企業立地促進要綱（団地開発関連）に関すること。 

 

　　　　　　　　　 

労政担当 

１．労働行政に関すること。 

２．労働組合法、労働関係調整法及び地方公営企業等の労働関係に関する法律に基づく行政庁の職

権に関すること。 

３．労働争議の予防に関すること。 

４．労働委員会の委員に関すること。 

５．シルバー人材センターの指定等に関すること。 

６．公益通報者保護法に基づく外部の労働者からの通報に関すること。 

企業誘致課

雇用労働政策課



 

７．労働者協同組合法に関すること。 

就業支援担当 

１．高知県雇用対策協定に関すること。 

２．就職支援相談センター事業（ジョブカフェこうち）に関すること。 

３．若年層や就職氷河期世代を含む中高年層の就職支援に関すること。 

４．地域雇用開発促進法に関すること。 

５．高等技術学校に関すること。 

６．職業能力開発審議会に関すること。 

７．職業訓練に関すること。 

８．地域職業訓練センターに関すること。 

９．ものづくり名人派遣事業に関すること。 

10．土佐の匠に関すること。 

11．技能検定に関すること。 

働き方改革担当 

１．働き方改革の推進に関すること。 

２．ワークライフバランス推進（企業認証制度）に関すること。 

３．地域活性化雇用創造プロジェクト事業に関すること。 



・関西・高知経済連携強化戦略に基づく外商の強化

・関係機関との連携による地域の事業者の経営力強化

・賃上げの支援

・事業者の防災対策の推進

・防災関連産業の振興

・企業ニーズに応える震災に強い基盤づくりに向けた工業団地の開発

令和８年度　商工労働部　施策体系表

産業振興計画の推進

１．ものづくり企業の経営基盤の強化と企業誘致の推進

・ものづくり企業の経営基盤の強化

・企業誘致戦略等に基づく誘致の推進

２．外商の加速化と海外展開の促進

・産業振興センターと連携した販路拡大

・海外展開の促進

３．商業サービスの活性化

・地域商業の活性化

４．デジタル技術の活用等による生産性の向上と事業構造の変革の促進

・県内事業者のデジタル技術導入に向けた支援

・デジタル化に対応するための人材育成・確保

・ものづくり企業における生産性向上（省力化・高付加価値化）の推進

５．事業継続・人材確保のための環境整備

・円滑な事業承継の推進

・人材の育成・確保の推進

・働き方改革の推進

持続的な賃上げの推進

危機管理対策の推進



分野を代表する目標　　　　　製造業の１人当たり付加価値額 出発点（R3）　 834万円 ⇒現状（R5）　906万円⇒（R8目標）   967万円　（R9目標）　 986万円以上　（R15目標）1,111万円以上
　　　　　製造品出荷額等                    出発点（R3）6,015億円 ⇒現状（R5）6,540億円⇒（R8目標）7,010億円　（R9目標）7,150億円以上　（R15目標）8,060億円以上

　商工業分野の施策の展開 ～人口減少下でも持続的に成長していく商工業の実現～
　　　　　　　　　　　　　　　　　 「人口減少下でも持続的に成長していく商工業」の実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　人口減少下において重要となる、高付加価値化や省力化による「生産性の向上」の取り組みと、柔軟な勤務体制や福利厚生の充実といった「働き方改革の推進」の取り組みを一層強化。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　これらの取り組みを両輪で進めていくことで、企業の「稼ぐ力」の向上を図るとともに、女性・若者・外国人など多様な人材が活躍できる環境づくりを推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　→誰もがやりがいを持っていきいきと働ける高付加価値型経営の企業へと発展→目指す姿の実現

目指す姿

外商の強化地産の強化

拡

拡

拡

柱3　商業サービスの活性化
（１）関係機関との連携による地域の事業
　　　　 者の経営力強化

①　商工会及び商工会議所の経営支援機能の強化に
　 　よる経営計画の策定・実行支援
②　円滑な価格転嫁に向けた環境の整備（再掲）

①　市町村における商業機能維持への支援
　　（地域商業機能維持・活性化計画の策定・実行支援）
②　デジタル技術の活用による商店街活性化の取組の支援
③　空き店舗等の活用による新規創業への支援
④　中山間地域に働く場を創出する企業の誘致（再掲）
⑤　県内におけるキャッシュレス決済の普及促進

（２）地域商業の活性化

（１）ものづくり企業の経営基盤の強化
①　事業戦略等の策定・実行支援の強化
②　産業振興センター、公設試験研究機関等による高付加価値な製品・技術の開発支援
③　現場ニーズに応じた防災関連製品の開発促進
④　紙産業の振興に向けた高機能紙や新素材の開発促進
⑤　円滑な価格転嫁に向けた環境の整備（パートナーシップ構築宣言の登録促進等）

柱1　ものづくり企業の経営基盤の強化と企業誘致の推進
（１）産業振興センターと連携した販路拡大

 ①　外商サポート強化による販路拡大
 ②　技術の外商サポートによる受注拡大
 ③　防災関連製品の販路開拓
 ④  「ものメッセKOCHI」開催による商談機会の創出

柱2　外商の加速化と海外展開の促進

商業の強化

成長を支える取り組みの強化
柱5　事業継続・人材確保のための環境整備柱4　デジタル技術の活用等による生産性の向上と事業構造の変革の促進

（１）円滑な事業承継の推進
　①　事業承継・引継ぎ支援センター等と連携した円滑な事業承継の推進
　　　(　　民間M&Aプラットフォームを活用したマッチング促進)

①　外国人材の受入・活躍推進（　　有望地域における県のPRや各産業分野のキーマンとの連携による受入強化、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高度外国人材の雇用促進、技能実習生入国後講習施設整備支援）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②　伝統的工芸品産業等の人材育成（土佐和紙総合戦略の実施等）　　　　　
③　都市部のプロフェッショナル人材とのマッチング支援を強化（再掲）

（２）人材の育成・確保の推進

（３）働き方改革の推進
（２）デジタル化に対応するための人材育成・確保

　①　高知デジタルカレッジにおける人材の育成
    　(企業内のデジタル人材育成に加え、多くの事業者に共通する経理業務や広報・PRのデジタル化に関する講座を開催)
  ②　都市部のプロフェッショナル人材とのマッチング支援を強化
　③　工業技術センターによるスマートものづくり研究会の開催

（１）県内事業者のデジタル技術導入に向けた支援
①　こうちデジ活アワードの開催による優良事例の横展開やデジタル化の裾野の拡大に向けた普及啓発の強化
②　商工団体、よろず支援拠点（国）によるデジタル技術活用を促進するための啓発活動の強化
③　産業振興センターによる中期的にデジタル化に取り組むための「デジタル化計画」の策定及び実行支援
④　全体最適化(DX)に向けた「事業戦略」「デジタル化計画」の横断的な実行支援や「DX認定」の取得支援
⑤　工業技術センターによるロボット・AIなどを活用した製造ラインのスマート化の支援
⑥　システム開発におけるAIの活用促進によって県内IT事業者のスキルアップを図り、地産外商を推進

拡

（３）ものづくり企業における生産性向上（省力化・高付加価値化）の推進
①　産業振興センター、公設試験研究機関等による高付加価値な製品・技術の開発支援（再掲）
②　生産性向上支援センター等による支援拡

（２）海外展開の促進
①　海外展開に取り組む企業の掘り起こし
　　（海外ビジネス交流会の開催、海外戦略支援会議の開催）
②　現地サポートデスクを活かした海外展開の支援体制強化
    （サポートエリア拡大（タイ、ベトナム、　 フィリピン、　 インドネシア））
③　現地アドバイザー（台湾、インド）によるビジネス機会の創出　
④　防災セミナー、商談会を起点とした市場の開拓（　　インドネシア）

①　工法分野の外商支援のさらなる強化
②　大阪IR整備を見据えた高付加価値製品の外商促進

（３）関西・高知経済連携強化戦略に基づく外商の強化

拡

拡

拡

拡

拡

拡

（２）企業誘致戦略等に基づく誘致の推進

新

拡

拡
拡

拡

拡
新

 ①　WLB推進認証制度の推進と女性特有の健康課題への対応など新たな視点の取組促進
 ②　働き方改革の取組促進を通じた働きやすい職場環境整備の支援　

拡

拡

新

拡
拡

新 新

拡

拡

①　本県の強みや課題を踏まえた企業誘致の推進
 　 ア   製造業（ものづくり企業、食品加工業、製材業）の誘致
    イ   事務系企業、IT企業、コンテンツ産業の誘致
    ウ   観光関連産業、宿泊業の誘致
    エ   第一次産業（農業、水産業）の誘致
    オ   中山間地域に働く場を創出する企業の誘致
②　安全・安心な工業団地の計画的な開発による受け皿の確保と早期分譲
③　企業誘致に関する情報発信基盤の構築やAI技術等を活用した誘致ターゲットの絞り込み

　

企業誘致戦略により推進新

新

拡

新

　　　　　　　　　　　　　　　　　国や県の生産性向上等に資する補助事業を活用して持続的な賃上げを目指す事業者に対し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　賃上げ原資の一部に相当する経費を支援

新

新

賃上げ支援
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